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1． 調査の目的

今回の調査は、戦後最大の甚大な被害をもたらした東日本大震災を教訓として、これまでの地

震被害予測調査を最新の知見に基づいて見直し、今後の防災・減災対策の効果的な推進に資する

ことを目的として実施したものである。

2． 調査の期間と内容

今回の調査は、平成２３年度から平成２５年度の３年間で実施し、各年度の調査の内容は下表

のとおりとなっている。このうち、本書においては、主に海溝型地震について、ハザードの予測

（地震動、液状化、津波等）、被害予測（建物被害、人的被害、ライフライン被害等、経済被害額）

の部分について、概要を取りまとめている。

（各年度の調査内容）

調査年度 調査の内容

平成２３年度 災害対応力の確認、東日本大震災の対応状況の確認、

過去の津波浸水範囲に関する歴史学的資料収集、

被害予測のための基礎データ収集、

地盤モデルの高度化のための地盤調査

平成２４年度・平成２５年度 過去の津波浸水範囲に関する地質学的資料収集、

被害予測のための基礎データ整理、地盤モデルの作成、震

源モデルの検討、予測手法の検討、

ハザードの予測（地震動、液状化、津波等）、

被害予測（建物被害、人的被害、ライフライン被害等、経

済被害額）、シナリオの作成、減災効果の検討、

防災対策の課題の検討、地震防災対策のまとめ

3． 調査対象とした地震・津波

南海トラフで繰り返し発生する大規模な海溝型地震は、本県に与える影響は極めて大きく、そ

の発生確率や被害規模から、本県としてまず対策を講ずべき対象として考慮するものである。

南海トラフで発生する地震・津波には多様性があり、予測困難なものがあるが、効果的な防災・

減災対策の実施に繋げていくため、南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうちで過去

に実際に発生したものを参考に想定することとした。（「５地震参考モデル」による想定）
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「５地震参考モデル」

○ 南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうち、発生したことが明らかで規模の大

きいもの（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の５地震）を重ね合わせた

モデルである。

○ 本県の地震・津波対策を進める上で軸となる想定として位置付けられるものであり、「B 理

論上最大想定モデル」の対策にも資するものである。

（解 説）

南海トラフでは約 100 200 年の間隔で大地震が発生しており、昭和東南海地震

（1944 年）、昭和南海地震（1946 年）が起きてから 70 年近くが経過しており、南海

トラフにおける次の大地震発生の可能性が高まってきている。そうした中、南海トラ

フで発生する地震のうち、既往最大と言われる 1707 年の「宝永地震」(M8.6)は、約

300 年前に発生しており、その発生間隔はおよそ 300～600 年と言われていることから、

宝永クラスの地震をベースに、1854 年安政東海(M8.4)、1854 年安政南海(M8.4)、1944

年昭和東南海(M7.9)、1946 年昭和南海(M8.0)の揺れや津波高を網羅できるように設定

したモデル「５地震参考モデル」を設定した。

この震源及び波源モデルは、本県の被害予測調査に必要な範囲で、内閣府と方針等

について相談しながら検討した独自モデルであり、全体の地震規模等については、現

在内閣府にて検討中である。

【補足】

主として「命を守る」という観点で、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波について

も、補足的に想定することとした。（「最大想定モデル」による想定）

「最大想定モデル」

○ 南海トラフで発生する恐れのある地震・津波のうち、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地

震・津波を想定。千年に一度あるいはそれよりもっと発生頻度が低いものである。

（※国が平成２４年８月２９日に公表した「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波モ

デル」。）

○ 本県の地震・津波対策を検討する上で、主として「命を守る」という観点で補足的に参照するもの

である。

（解 説）

国は、戦後最大の甚大な被害をもたらした平成２３年３月の東日本大震災を教訓として、
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これまでの想定をはるかに超える巨大な地震・津波として、「あらゆる可能性を考慮した

最大クラスの地震・津波」を想定し、「命を守る」ことを基本として、被害の最小化を主

眼とする「減災」の考え方に基づいて、対策の基本的な方向性を示している。本県におい

ても同様に、特に「命を守る」という観点で想定外をなくすことを念頭に地震対策を講じ

ることが不可欠であることから、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波モデ

ル「最大想定モデル」を設定した。

この震源及び波源モデルは、平成２４年８月２９日に内閣府から公表された最大クラス

の地震・津波モデルと同じものである。

（今回の調査で想定した「最大想定モデル」の検討ケース）

・国の地震ケース※（５通り）の内、陸側ケース及び東側ケース

・国の津波ケース※（①～⑪）の内、津波ケース①、⑥、⑦、⑧、⑨

※「南海トラフの巨大地震モデル検討会」による震源及び波源モデル

4． 想定した項目等

○ 今回の調査において想定した地震・津波に基づき、建物被害、人的被害等の被害量を想定し

た。また、想定時間帯については、県民の生活行動が反映できるよう、冬深夜 5 時、夏昼 12

時、冬夕方 18 時を設定して、被害量を想定するとともに、対策を講じることによる減災効果

を併せて想定した。

季節時間帯 想定される被害の特徴

① 冬深夜 5時

県民の多くが自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊

による死者が発生する危険性が高く、また津波からの

避難が遅れる。

② 夏昼 12 時
オフィス、繁華街等に多数の滞留者が集中しており、

自宅外で被災する場合が多い。

③ 冬夕方18時

住宅、飲食店などで火気使用が最も多い時間帯で、出

火件数が最も多くなる。

オフィスや繁華街周辺のほか、ターミナル駅にも滞留

者が多数存在する。

○ 「５地震参考モデル」については、実際に対策を進める上で参照するものとして、さらにラ

イフライン被害等、経済被害額についても想定した。

○ 今回の調査の調査単位は 250ｍメッシュを基本とし、津波については、最小 10ｍメッシュと

した。
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【「最大想定モデル」のライフライン被害等、経済被害額について】

被害の評価手法は、阪神・淡路大震災や東日本大震災など、実際に発生した地震の被害状況

及び復旧状況のデータに基づいて設定されているため、これまでの経験をはるかに超える巨大な

地震・津波の被害を同様の手法で定量的に想定することには不確かさが伴う。

したがって、「最大想定モデル」については、主として「命を守る」という観点から地震対

策の検討するため、建物被害、人的被害については国の被害の評価手法に準じて機械的に想定

したが、不確定要素を多く含むライフライン被害等や経済被害額については、想定の結果が誤

った認識を与える恐れがあることから、定量的な想定は行わないこととした。

5． 留意事項

○ 今回の調査は、今後の効果的な防災・減災対策の推進を目的として実施したものであり、次

に発生する地震・津波を具体的に想定したものではない。したがって、平成 14 年度、15 年度

に想定していた、東海地震単独、あるいは東海地震・東南海地震が連動する地震・津波が発生

する場合や、今回の想定を上回る規模の地震・津波が発生する場合など、次に発生する地震・

津波については様々な可能性が考えられる。

○ 今回の調査では、堤防等の被災について、「津波防災地域づくりに関する法律」に関連して示

された「津波浸水想定の設定の手引き」（国土交通省）を参照し、強い揺れや地盤の液状化に

より一定の被害を受けることを前提としている。実際の地震・津波が発生した場合には、地盤

沈下や堤防等の被災状況等によって、様相は大きく異なることもありうる。

○ 今回の調査は、ある条件のもとに県内の被害について想定を行ったものであり、今回の想定

と異なる地震・津波により異なる様相となることもありうることから、県内の全ての地域にお

ける防災・減災対策が必要であることは言うまでもない。

○ 今回の調査では、被害が定量化できない事項もあり、また、長周期地震動対策など、今の課

題として残されたものもある。

○ 今回の調査における想定結果は、被害評価手法の開発等の新たな知見やデータの更新によって、

適宜見直されるものであり、各主体においてより詳細な検討が進められることが期待される。

○ 本書においては、複数の検討ケースの中から、本県全体で被害が最大となるケースを中心に想定

結果を掲載している。



【第２編：ハザードの想定】
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1. 想定地震

愛知県にとって将来、大きな影響があり、被害をもたらす可能性のある、南海トラフ沿いの地震

（海溝型）を対象に、最新の研究成果等にもとづいて本調査における想定地震を設定した。

1.1 愛知県の地震環境

愛知県では、過去に数多くの被害地震が発生している。表 1-1に愛知県に被害を及ぼした主な

地震を示す。

図 1-1には南海トラフ沿いで発生が知られているプレート境界地震の発生地域を示す。1707

年宝永地震、1854年安政東海地震・南海地震、1944年昭和東南海地震、1946年昭和南海地震が

あげられる。南海トラフでは、100年から 200年程度の周期でマグニチュードが８クラスの巨大

地震が発生しており、そのたびごとに愛知県では甚大な被害をこうむっている。

1891年濃尾地震及び 1945年三河地震では、飯田(1978,1979)により、家屋被害や死者数等が

当時の市町村単位で詳細に調べられ、それをもとに市町村ごとの震度分布が求められている。断

層近傍では、震度７が推定され、甚大な被害が発生している。

* 愛知県内に震央のある地震、県外に震央があって県内に大きな被害をもたらした地震を中心に抽出

している

**震央位置にアンダーラインを引いてあるものは県外に震央がある地震、位置の▲は内陸型、▽は海

溝型の地震

表 1-1 愛知県の主な被害地震一覧＊ 愛知県(1997)

西暦 和暦

715 和銅8 137.4/34.8 三河 ▲ 6.5～7 正倉47破壊、民家陥没。
1124 保安5 136.8/35.0 木曽川下流 ▲ 5～6 甚目寺が破壊。
1498 明応7 明応地震 138 /34 遠州灘 ▲ 8.2～6.4 尾張で地割れ、津波。

1586 天正13 天正地震
136.9/36.0 伊勢湾？ ▲

（飛騨白山？）
7.8±0.1
（7）

木曽川河口の島が沈没、長嶋城な
ど倒壊、死者6,000人、民家倒壊
8,000戸、津波があり被害大。

1666 寛文6 ？ ？ 知多半島に津波、流死者あり。
1669 寛文9 ？ ？ 名古屋城三の丸の石垣が崩れる。
1681 天和1 136.8/35.1 木曽川下流 ▲ 5～6 地盤沈下し新田沈没、三川決壊。
1685 貞亨2 ？ 三河 6.25 山崩、家屋破壊し、人畜多数死亡。
1686 貞亨3 137.4/34.7 三河 ▲ 6.25 屋敷、町屋等破壊、死者あり。

1707 宝永4 宝永地震
135.9/33.2 熊野灘 ▽

遠州灘？
8.4
(5)

名古屋城破損多く、枇杷島・津島も
大。堤防決壊。渥美湾・三河湾に津
波被害大。双子地震説あり。

1802 享和2 尾張地震 136.8/35.1 6
名古屋城本町門の石垣崩壊。
海東郡で地割れ噴砂あり。

1854 安政1 安政東海地震 137.8/34.0 遠州灘 ▽
8.4
(5)
沿岸部の被害大、津波の被害も
大。矢作川決壊。

1861 文久1 西尾地震 137.1/34.8 6 額田郡4か村で大破家あり。

1891 明治24 濃尾地震 136.6/35.6 美濃 ▲
8.0
(7)

濃尾平野の被害甚大で液状化が
顕著。死者2,638人、住家全壊
39,093戸など。

1894 明治27 137.0/35.0 県北部 ▲ 7.4 濃尾地震の余震。小被害あり。
1898 明治31 136.7/35.3 県北部 ▲ 7.4 濃尾地震の余震。被害軽微。

1944 昭和19 東南海地震 136.6/33.8 熊野灘 ▽
7.9
(6)
名古屋重工業地区に被害大。
死者438人、住家全壊6,411戸など。

1945 昭和20 三河地震 137.1/34.7 渥美湾 ▲
6.8
(7)

幡豆郡の被害大きい。死者2,306
人。住家全壊7,221戸など。深溝断
層が活動。

1971 昭和46 137.2/34.3 遠州灘 ▽
6.1
(4)
被害軽微。ガラス破損程度。

1975 昭和50 136.8/35.3 愛知・岐阜県境 ▲
5.5
(4)
負傷者12人。

1997 平成9 137.5/34.9 5.8 負傷者3人。

震央位置

(東経/北緯) (地名) (位置)
＊＊
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
（震度）

愛知県内の被害
発生年

地震名
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図 1-1 南海トラフ沿いで発生が知られているプレート境界地震

内閣府(2011)
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1.2 今回設定した強震断層・津波断層モデル

愛知県地震被害想定における強震断層モデルは、南海トラフで発生する大規模な海溝型地震と

して、次の 2つの地震を想定した。

① ５地震参考モデルの地震

② 最大想定モデルの地震

① ５地震参考モデルの地震

中央防災会議(2003)では、1707 年宝永地震、1854 年安政東海地震、1854年安政南海地震、1944

年昭和東南海地震、1946 年昭和南海地震の５例の地震について、これらの地震の震度及び津波の

高さ分布の類似性を整理し、これを踏まえ、比較検討の基とする震度及び津波の高さの分布を作

成している。

本調査においても、これらの南海トラフにおいて 100 年～200 年程度の間隔で繰返し発生して

いる地震を考慮し、これらの地震の最大となる地震を想定した。

震源モデルは、本県が内閣府と相談しながら検討し、独自のモデルを設定した。

② 最大想定モデルの地震

内閣府(2012)は、平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、千年に一度あるい

はそれよりももっと発生頻度が低いが、仮に発生すれば甚大な被害をもたらす地震として、あら

ゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波を想定した。本県においても、同様な考えのもと

過酷事象への備えを整えておく意味で、南海トラフ沿いに発生する最大クラスの地震を想定した。

強震断層モデルは、内閣府が「南海トラフの巨大地震モデル検討会」において設定されたケー

スのうち、本県に影響の大きい陸側ケースと東側ケースを用いた。また、津波断層モデルは、「南

海トラフの巨大地震モデル検討会」で示された 11 ケースのうち、愛知県内の市町村のいずれかで

最大津波高となるケース①、⑥、⑦、⑧、⑨を対象とした。
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2． 地盤構造モデルの作成

2.1 地盤構造のモデル化の概要

地震の揺れは、震源で発生する揺れもさることながら、表層地盤の状況によって大きく異なる。

地盤は地表付近では軟らかく、深くなるにしたがって硬くなっていく。地盤の構成や硬さなどを

調べるには、地表から数十ｍ程度はボーリングによることが多く、一般的には建物や土木工事等

によって多くのボーリング調査が行われる。これよりも深い地層ではボーリングを多く掘ること

は少なく、屈折法探査や反射法探査といった物理探査法、微動探査法などを用いて調べられる。

地盤のモデル化の際には、建築等の基礎となる地層を工学的基盤と称し、それよりも浅い地表ま

での地盤を浅部地盤構造と呼び、工学的基盤より深く、地震基盤（地殻上部の硬い地層）までの

地盤を深部地盤構造と呼んで、地盤構造をモデル化することが多い。図 2-1 に地盤構造モデルの

模式図を示す。

本調査においても、これらの考え方に則って、地盤構造のモデル化を行う。

浅い地盤構造モデルの精度向上のために、ボーリング資料等の収集を行った。さらに、地盤構

造モデルの精度向上のために、常時微動測定及び微動アレイ探査、ならびに地震観測記録の収集

整理を行い、これらの振動特性を説明できるようにモデルの修正を行った。

図 2-1 地盤構造モデルの模式図

地震調査研究推進本部(2009)
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地盤構造のモデル化は、図 2-2 の流れにしたがって行った。

① ボーリングデータ、土質試験結果、ＰＳ検層等を収集

② 250m メッシュの微地形を設定

③ ボーリングデータ及び 250m メッシュの微地形をもとに、250mメッシュの代表ボーリングを

設定

④ ③に土質ごとの N値と S波速度の関係から、250m メッシュごとに速度構造モデル（浅部地盤

構造モデル）を設定

⑤ 最新の既往の深部地盤構造モデルを整理

⑥ 既往の微動計測資料及び地震観測記録の整理を行い、これらが不足している地域を中心に微

動アレイ探査、単点微動計測を実施

⑦ ④の浅部地盤構造モデルと⑤の深部地盤構造モデルを統合し、地震基盤から地表までの統合

モデルを設定

⑧ ⑦の統合モデルによるスペクトルと⑥常時微動及び地震観測記録によるスペクトルを比較し、

統合モデルの修正を行い、高精度の地盤構造モデルを構築

図 2-2 地盤（層構造）モデルの作成

1

新旧地形図
造成地の切盛
の抽出

地形分類図 ﾒｯｼｭの代表
微地形設定

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ柱状図

ＰＳ検層結果

室内土質試験結果

深部地盤構造ﾓﾃﾞﾙ

微動ｱﾚｲ探査

単点微動計測

既往の微動計測結果

地震観測記録

分散曲線

H/Vｽﾍﾟｸﾄﾙ

地下水位ﾃﾞｰﾀ

代表ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの選定
• PS検層の有無
• 30m以上のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞの有無

• ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀのないﾒｯｼｭへ
のﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの設定

N値とVsの関係

動的変形特性曲線

盛土造成地の
盛土厚の挿入

浅部Ｓ波速度構
造ﾓﾃﾞﾙの設定

• 代表ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞにＳ
波速度等を設定す
る

液状化判定用ﾓﾃﾞﾙ

粒度、液状化強度

浅部・深部統合地盤構造ﾓﾃﾞﾙ

高精度化地盤構造ﾓﾃﾞﾙ

ﾓﾃﾞﾙの修正
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2.2 収集したボーリングデータ

前回の平成 14 年度愛知県東海地震・東南海地震等被害予測調査以後、新たに収集したボーリン

グ柱状図は、愛知県の各機関ならびに県内各市町村ほかのご協力により、59,454 本となった。前

回収集したボーリングと今回収集したボーリングを比較し、データの欠損や同一地点のボーリン

グを除くと、57,062 本となった。

図 2-3 前回調査分と今回調査分を併せたボーリング分布図
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2.3 愛知県の地形・地質

(1) 地形・地質の概要

図 2-4 に愛知県の地形区分図を示す。愛知県内の主な平野は、県西部の濃尾平野、県東部の岡

崎平野及び豊橋平野があげられる。濃尾平野は、木曽川、長良川、揖斐川の木曽三川及び庄内川

によって形成され、東縁は尾張丘陵、西縁は養老山地によって限られている。岡崎平野は、三河

高原の南西部に広がり、矢作川、境川による沖積低地及び洪積台地からなっている。豊橋平野は、

三河高原の南部に広がり、豊川の両側に広がる段丘と豊川下流部の沖積平野からなっている。三

河高原は、東部全体に広がり、準平原状の起伏のなだらかな山地（標高 500～1000m）からなって

いる。県の最高峰の茶臼山（標高 1415m）もこの地域に位置している。図 2-5 に、濃尾平野の微

地形を示す。扇状地，自然堤防の発達するはんらん原，三角州性の低平地が，上流から下流に向

って見事に発達しており、濃尾平野は典型的な沖積平野といえる。伊勢湾では江戸時代初期から

干拓と埋立が行われている。

表 2-1 に地形別地質構成を示す。濃尾平野の東方に位置する三河高原（三河山地）の岩質は、

北部が新期領家花崗岩類、南部が領家変成岩類、山地の北西部に西側に突出している部分が猿投

山である。また、三河山地の東南部には中央構造線に接してその北側に瀬戸内中新統の設楽火山

岩類が分布し、険しい地形をつくっている。濃尾平野北部の犬山市付近の美濃山地は中古生層で、

岐阜県美濃地方へと連なり高さを増していく。瀬戸市北方、岡崎市南部、知多半島南端及びその

東方の日間賀島・佐久島などの丘陵では瀬戸内中新統が顔を出している。濃尾平野の東縁には、

山地の西麓に接して尾張丘陵と総称される丘陵地帯が、海抜 100m 前後のスカイラインをつくって

ほぼ南北に連なっている。これらは庄内川、矢田川、天白川や、さらにはそれらの支流によって

大小の丘陵に分割され、丘陵の西側は中位段丘、低位段丘が発達し、その西側には広大な濃尾平

野が広がっている。このように、東から西に向かって、山地、丘陵、台地、沖積平野と順に低く

なり、しかもその広い平野の西縁が南北性の養老山地によってさえぎられている地形を濃尾傾動

地塊と言われている。

図 2-4 愛知県の地形区分図 近藤他(1991)
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表 2-1 愛知県の地形別地質構成 近藤他(1991)

図 2-5 濃尾平野の微地形と構成 桑原(1975)
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3． 地震動予測

3.1 地震動予測手法

南海トラフ沿いの地震のうち、５地震参考モデルは、宝永、安政、昭和の震度記録を再現でき

る強震動生成域（SMGA）配置とした強震断層モデルのひとつである。しかし、想定地震のSMGA配

置が、既往地震のSMGA配置と同じとは限らない。このため、５地震参考モデルの地震動予測にあ

たっては、そのバラつきを補うため詳細法（統計的グリーン関数法、線形応答計算）と簡便法（距

離減衰式、増幅度経験式）を併用し、250mメッシュごとに計測震度が大きい方を被害想定用震度

とした。

最大想定モデルについては、そもそも過去に起きた例がなく、内閣府でも震源のバラつきを考

慮するためにSMGAの配置を変えて、基本ケースのほか、陸側ケース、東側ケース、西側ケースを

実施している。本想定では、これらの4ケースのうち本県により大きな影響をもたらすと考えられ

る陸側ケースと東側ケースを選んだ。このため、詳細法（統計的グリーン関数法、線形応答計算）

のみで、250mメッシュごとの計測震度を算定した。

地震動予測の考え方を図3-1に示す。

図 3-1 地震動予測の考え方

震源

地震基盤

工学的基盤

地表地表波形を線形応答
計算により工学的基
盤へ波形の引き戻し
⇒工学的基盤の波形

地表震度

地表波形

AVS30 から

震度増分

地表震度

統計的グリーン関数法

地表最大震度 最大想定モデルの地震

５地震参考モデルの地震

大きい方

内閣府方式

距離減衰式

線形応答

計算
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3.2 地震動予測結果

3.2.1 ５地震参考モデルの地震の予測結果（図 3-2, 表 3-1）

県内の低地部および丘陵地部の大半が震度 6 弱以上であり、三河湾沿岸や名古屋港周辺では、

震度 6 強から一部で震度７がみられる。県北部の山地を主体とする地域は、おおむね震度 5 強を

予測している。

地表での最大加速度、最大速度、SI 値のいずれも、計測震度と同様な分布傾向である。

図 3-2 ５地震参考モデルの地震による地表震度分布

（距離減衰式による震度分布と統計的グリーン関数法による震度分布と比較し

大きい方を示した震度分布）

図 3-3 平成 14 年度愛知県地震被害想定調査結果による震度分布

（想定東海地震・想定東南海地震連動）
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表 3-1 市区町村ごとの震度別面積（km２：５地震参考モデルの地震）

参考表 気象庁震度階級表（抜粋）

震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度

５弱 4.5 以上 5.0未満 ６弱 5.5 以上 6.0未満 ７ 6.5 以上

５強 5.0 以上 5.5未満 ６強 6.0 以上 6.5未満

3以下 4 5弱 5強 6弱 6強 7

名古屋市 0 0 0 52 261 14 0 5.1 ５強 6.3 ６強
千種区 0 0 0 3 15 0 0 5.4 ５強 5.8 ６弱
東区 0 0 0 3 5 0 0 5.4 ５強 5.8 ６弱
北区 0 0 0 6 11 0 0 5.3 ５強 5.8 ６弱
西区 0 0 0 2 16 0 0 5.4 ５強 5.8 ６弱
中村区 0 0 0 0 16 0 0 5.5 ６弱 5.8 ６弱
中区 0 0 0 1 8 0 0 5.4 ５強 5.7 ６弱
昭和区 0 0 0 0 11 0 0 5.5 ５強 5.9 ６弱
瑞穂区 0 0 0 0 11 0 0 5.6 ６弱 6.1 ６強
熱田区 0 0 0 0 8 0 0 5.5 ６弱 5.9 ６弱
中川区 0 0 0 0 32 0 0 5.6 ６弱 5.9 ６弱
港区 0 0 0 0 42 4 0 5.5 ６弱 6.2 ６強
南区 0 0 0 0 13 5 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
守山区 0 0 0 28 6 0 0 5.1 ５強 5.7 ６弱
緑区 0 0 0 0 33 5 0 5.5 ６弱 6.3 ６強
名東区 0 0 0 5 14 0 0 5.4 ５強 6.1 ６強
天白区 0 0 0 1 20 0 0 5.4 ５強 6.1 ６強

0 0 0 15 155 91 0 5.5 ５強 6.5 ６強
0 0 0 171 195 21 0 5.4 ５強 6.5 ７
0 0 0 105 9 0 0 5.1 ５強 5.7 ６弱
0 0 0 102 10 0 0 5.1 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 0 37 10 0 5.6 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 91 2 0 0 5.0 ５強 5.7 ６弱
0 0 0 42 100 19 0 5.4 ５強 6.4 ６強
0 0 0 0 25 0 0 5.6 ６弱 5.9 ６弱
0 0 0 0 7 28 0 5.8 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 47 4 0 5.6 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 701 217 0 0 5.1 ５強 6.0 ６強
0 0 0 0 79 7 0 5.7 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 55 102 4 5.5 ６弱 6.7 ７
0 0 0 4 43 9 1 5.5 ５強 6.6 ７
0 0 9 66 0 0 0 4.9 ５弱 5.3 ５強
0 0 0 0 53 2 0 5.6 ６弱 6.1 ６強
0 0 0 30 0 0 0 5.1 ５強 5.4 ５強
0 0 0 63 0 0 0 5.0 ５強 5.6 ６弱
0 0 0 8 71 0 0 5.3 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 274 225 0 0 5.4 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 0 33 11 0 5.6 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 0 30 4 0 5.7 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 43 3 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 0 16 0 0 5.7 ６弱 5.9 ６弱
0 0 0 15 6 0 0 5.3 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 0 11 2 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 9 2 0 0 5.2 ５強 5.6 ６弱
0 0 0 0 23 0 0 5.6 ６弱 6.0 ６弱
0 0 0 0 35 0 0 5.5 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 13 40 125 11 5.4 ５強 6.8 ７
0 0 0 0 66 0 0 5.5 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 1 17 0 0 5.4 ５強 5.8 ６弱
0 0 0 10 8 0 0 5.3 ５強 5.7 ６弱
0 0 0 0 44 4 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 0 32 0 0 5.5 ５強 5.9 ６弱
0 0 0 0 28 0 0 5.5 ６弱 5.9 ６弱
0 0 0 5 16 0 0 5.4 ５強 6.1 ６強
0 0 0 0 18 0 0 5.6 ６弱 6.0 ６強
0 0 0 6 0 0 0 5.3 ５強 5.5 ６弱
0 0 0 14 0 0 0 5.1 ５強 5.4 ５強
0 0 0 11 0 0 0 5.1 ５強 5.3 ５強
0 0 0 0 7 0 0 5.5 ６弱 5.8 ６弱
0 0 0 0 11 0 0 5.6 ６弱 6.0 ６強
0 0 0 0 15 8 0 5.7 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 0 23 1 0 5.6 ６弱 6.1 ６強
0 0 0 0 22 9 0 5.7 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 5 33 0 5.6 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 12 34 0 5.7 ６弱 6.5 ７
0 0 0 0 18 8 0 5.6 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 1 53 3 0 5.5 ５強 6.3 ６強
0 0 0 206 68 0 0 5.3 ５強 5.8 ６弱
0 0 0 43 81 0 0 5.3 ５強 5.8 ６弱
0 0 0 150 6 0 0 5.3 ５強 5.6 ６弱

0 0 9 2189 2369 579 17 4.9 ５弱 6.8 ７

豊根村

計

南知多町
美浜町
武豊町
幸田町
設楽町
東栄町

扶桑町
大治町
蟹江町
飛島村
阿久比町
東浦町

みよし市
あま市
長久手市
東郷町
豊山町
大口町

日進市
田原市
愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市

知多市
知立市
尾張旭市
高浜市
岩倉市
豊明市

江南市
小牧市
稲沢市
新城市
東海市
大府市

豊田市
安城市
西尾市
蒲郡市
犬山市
常滑市

半田市
春日井市
豊川市
津島市
碧南市
刈谷市

市区町村名

名
古
屋
市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市

震度階
最小震度

最小震度
(震度階)

最大震度
最大震度
(震度階)
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3.2.2 最大想定モデルの地震（陸側ケース）の予測結果

県内の低地部および丘陵地部の大半が震度 6 強以上であり、三河湾沿岸や名古屋港周辺では、

震度 7 がみられる。県北部の山地を主体とする地域は、おおむね震度 5 強から 6 弱で、一部に震

度 5弱を予測している。

地表での最大加速度、最大速度、SI 値のいずれも、計測震度とおおむね同様な分布傾向である。

3.2.3 最大想定モデルの地震（東側ケース）の予測結果

県内の低地部および丘陵地部の大半が震度 6 弱以上であり、沿岸部は平野部を中心に震度 6 強

以上となっている。なかでも豊橋市周辺は震度 7 が広く分布すると予測している。県北部の山地

を主体とする地域は、おおむね震度 5強から 5弱を予測している。

地表での最大加速度、最大速度、SI 値のいずれも、計測震度とおおむね同様な分布傾向である。

図 3-4 最大想定モデルの地震（陸側ケース）による地表震度分布

（統計的グリーン関数法、線形応答計算による）

図 3-5 最大想定モデルの地震（東側ケース）による地表震度分布

（統計的グリーン関数法、線形応答計算による）
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表 3-2 市区町村ごとの震度別面積（km２：最大想定モデルの地震(陸側ケース)）

参考表 気象庁震度階級表（抜粋）

震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度

５弱 4.5 以上 5.0未満 ６弱 5.5 以上 6.0未満 ７ 6.5 以上

５強 5.0 以上 5.5未満 ６強 6.0 以上 6.5未満

3以下 4 5弱 5強 6弱 6強 7

名古屋市 0 0 0 3 182 135 6 5.0 ５強 6.8 ７
千種区 0 0 0 0 18 0 0 5.5 ６弱 6.1 ６強
東区 0 0 0 0 8 0 0 5.5 ６弱 6.2 ６強
北区 0 0 0 0 14 3 0 5.6 ６弱 6.3 ６強
西区 0 0 0 0 12 6 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
中村区 0 0 0 0 3 13 0 5.8 ６弱 6.6 ７
中区 0 0 0 0 8 1 0 5.7 ６弱 6.2 ６強
昭和区 0 0 0 0 11 0 0 5.6 ６弱 6.0 ６強
瑞穂区 0 0 0 0 8 3 0 5.6 ６弱 6.4 ６強
熱田区 0 0 0 0 5 3 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
中川区 0 0 0 0 5 27 0 5.8 ６弱 6.5 ７
港区 0 0 0 0 1 40 5 5.9 ６弱 6.8 ７
南区 0 0 0 0 2 16 0 5.8 ６弱 6.5 ７
守山区 0 0 0 2 31 0 0 5.0 ５強 6.1 ６強
緑区 0 0 0 0 19 18 0 5.7 ６弱 6.5 ７
名東区 0 0 0 0 19 1 0 5.5 ６弱 6.2 ６強
天白区 0 0 0 0 20 2 0 5.6 ６弱 6.3 ６強

0 0 0 0 46 159 56 5.5 ６弱 6.9 ７
0 0 0 183 148 39 17 5.0 ５強 6.9 ７
0 0 0 15 94 5 0 5.2 ５強 6.4 ６強
0 0 2 66 43 1 0 4.9 ５弱 6.2 ６強
0 0 0 0 0 26 21 6.1 ６強 6.9 ７
0 0 3 45 44 0 0 4.9 ５弱 5.8 ６弱
0 0 0 28 51 71 11 5.2 ５強 6.8 ７
0 0 0 0 4 21 0 5.7 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 0 16 20 6.2 ６強 7.1 ７
0 0 0 0 1 49 1 6.0 ６弱 6.7 ７
0 0 145 529 193 52 0 4.8 ５弱 6.5 ６強
0 0 0 0 0 81 5 6.0 ６弱 6.7 ７
0 0 0 0 13 67 80 5.8 ６弱 7.2 ７
0 0 0 0 27 26 4 5.6 ６弱 6.8 ７
0 0 11 64 0 0 0 4.7 ５弱 5.6 ６弱
0 0 0 0 0 50 6 6.0 ６弱 6.8 ７
0 0 0 22 8 0 0 5.0 ５弱 5.7 ６弱
0 0 2 44 17 0 0 4.9 ５弱 6.0 ６弱
0 0 0 0 23 56 1 5.6 ６弱 6.6 ７
0 0 0 3 374 122 1 5.4 ５強 6.7 ７
0 0 0 0 1 36 6 5.9 ６弱 6.8 ７
0 0 0 0 2 32 0 5.9 ６弱 6.5 ７
0 0 0 0 0 42 4 6.0 ６強 6.7 ７
0 0 0 0 0 16 0 6.0 ６強 6.5 ７
0 0 0 0 20 1 0 5.4 ５強 6.2 ６強
0 0 0 0 0 12 1 6.2 ６強 6.7 ７
0 0 0 0 10 0 0 5.4 ５強 6.1 ６強
0 0 0 0 6 17 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 30 5 0 5.5 ６弱 6.1 ６強
0 0 0 0 28 85 75 5.6 ６弱 7.1 ７
0 0 0 0 20 46 0 5.7 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 4 13 0 5.8 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 17 1 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 0 1 43 4 5.9 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 16 16 0 5.7 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 3 25 0 5.9 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 20 1 0 5.4 ５強 6.2 ６強
0 0 0 0 5 13 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 6 0 0 5.5 ５強 5.8 ６弱
0 0 0 12 1 0 0 5.2 ５強 5.6 ６弱
0 0 0 10 1 0 0 5.1 ５強 5.7 ６弱
0 0 0 0 0 6 0 6.0 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 0 11 0 6.0 ６弱 6.5 ６強
0 0 0 0 0 21 1 6.2 ６強 6.6 ７
0 0 0 0 0 21 3 6.2 ６強 6.8 ７
0 0 0 0 0 27 4 6.0 ６強 6.7 ７
0 0 0 0 0 4 34 6.1 ６強 7.1 ７
0 0 0 0 0 8 38 6.2 ６強 7.0 ７
0 0 0 0 0 6 19 6.3 ６強 7.0 ７
0 0 0 0 33 23 1 5.6 ６弱 6.7 ７
0 0 0 109 145 19 0 5.0 ５強 6.3 ６強
0 0 0 63 55 5 0 5.1 ５強 6.3 ６強
0 0 0 155 0 0 0 5.0 ５弱 5.5 ６弱

0 0 166 1346 1670 1540 441 4.7 ５弱 7.2 ７

設楽町
東栄町

豊根村

計

岩倉市
豊明市
日進市
田原市

東海市
大府市
知多市
知立市
尾張旭市

常滑市
江南市
小牧市
稲沢市
新城市

豊田市

東浦町
南知多町
美浜町
武豊町
幸田町

扶桑町
大治町
蟹江町
飛島村
阿久比町

あま市
長久手市
東郷町
豊山町
大口町

愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市
みよし市

高浜市

安城市
西尾市
蒲郡市
犬山市

春日井市
豊川市
津島市
碧南市
刈谷市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市
半田市

市区町村名

名
古
屋
市

震度階
最小震度 最大震度

最小震度
(震度階)

最大震度
(震度階)
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表 3-3 市区町村ごとの震度別面積（km２：最大想定モデルの地震(東側ケース)）

参考表 気象庁震度階級表（抜粋）

震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度 震度階級 計 測 震 度

５弱 4.5 以上 5.0未満 ６弱 5.5 以上 6.0未満 ７ 6.5 以上

５強 5.0 以上 5.5未満 ６強 6.0 以上 6.5未満

3以下 4 5弱 5強 6弱 6強 7

名古屋市 0 0 0 45 173 108 0 4.9 ５弱 6.4 ６強
千種区 0 0 0 0 18 0 0 5.5 ５強 6.0 ６弱
東区 0 0 0 0 8 0 0 5.4 ５強 6.0 ６強
北区 0 0 0 6 11 0 0 5.3 ５強 6.1 ６強
西区 0 0 0 0 16 2 0 5.4 ５強 6.1 ６強
中村区 0 0 0 0 12 5 0 5.7 ６弱 6.3 ６強
中区 0 0 0 0 9 1 0 5.7 ６弱 6.1 ６強
昭和区 0 0 0 0 8 3 0 5.7 ６弱 6.1 ６強
瑞穂区 0 0 0 0 6 5 0 5.7 ６弱 6.2 ６強
熱田区 0 0 0 0 8 0 0 5.7 ６弱 6.1 ６強
中川区 0 0 0 0 16 16 0 5.8 ６弱 6.2 ６強
港区 0 0 0 0 10 35 0 5.8 ６弱 6.4 ６強
南区 0 0 0 0 10 9 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
守山区 0 0 0 29 4 0 0 4.9 ５弱 5.8 ６弱
緑区 0 0 0 0 13 25 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
名東区 0 0 0 6 14 0 0 5.2 ５強 6.0 ６弱
天白区 0 0 0 0 14 8 0 5.5 ６弱 6.2 ６強

0 0 0 0 50 33 178 5.5 ５強 7.3 ７
0 0 0 214 122 49 2 5.0 ５弱 6.7 ７
0 0 0 52 62 0 0 5.0 ５弱 6.0 ６強
0 0 15 78 18 0 0 4.8 ５弱 6.1 ６強
0 0 0 0 22 24 1 5.7 ６弱 6.6 ７
0 0 12 80 1 0 0 4.7 ５弱 5.6 ６弱
0 0 0 14 58 58 31 5.4 ５強 7.0 ７
0 0 0 0 20 5 0 5.5 ５強 6.3 ６強
0 0 0 0 3 25 8 5.9 ６弱 6.9 ７
0 0 0 0 4 47 0 5.7 ６弱 6.5 ７
0 3 347 400 131 37 0 4.4 ４ 6.5 ６強
0 0 0 0 27 59 0 5.7 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 35 113 13 5.5 ６弱 7.1 ７
0 0 0 0 23 30 4 5.6 ６弱 6.8 ７
0 0 39 35 1 0 0 4.5 ５弱 5.6 ６弱
0 0 0 0 48 8 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
0 0 2 28 0 0 0 4.9 ５弱 5.5 ５強
0 0 12 50 1 0 0 4.6 ５弱 5.9 ６弱
0 0 0 1 66 13 0 5.4 ５強 6.3 ６強
0 0 0 343 151 5 0 4.9 ５弱 6.6 ７
0 0 0 0 8 35 0 5.8 ６弱 6.6 ７
0 0 0 0 6 27 0 5.8 ６弱 6.5 ７
0 0 0 0 34 12 0 5.6 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 2 14 0 5.8 ６弱 6.6 ７
0 0 0 13 8 0 0 5.2 ５強 6.1 ６強
0 0 0 0 1 12 0 5.9 ６弱 6.5 ６強
0 0 0 4 6 0 0 5.2 ５強 6.0 ６強
0 0 0 0 6 17 0 5.8 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 11 24 0 0 5.2 ５強 6.0 ６弱
0 0 0 8 29 80 72 5.3 ５強 7.4 ７
0 0 0 0 64 2 0 5.5 ５強 6.3 ６強
0 0 0 0 11 7 0 5.7 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 2 16 0 0 5.2 ５強 6.2 ６強
0 0 0 0 12 36 0 5.6 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 0 22 10 0 5.5 ５強 6.4 ６強
0 0 0 0 6 22 0 5.7 ６弱 6.4 ６強
0 0 0 8 13 0 0 5.0 ５強 6.0 ６強
0 0 0 0 17 1 0 5.6 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 6 0 0 0 5.1 ５強 5.5 ５強
0 0 5 9 0 0 0 4.8 ５弱 5.4 ５強
0 0 7 5 0 0 0 4.7 ５弱 5.2 ５強
0 0 0 0 4 2 0 5.9 ６弱 6.2 ６強
0 0 0 0 2 9 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 0 23 0 6.0 ６強 6.4 ６強
0 0 0 0 11 13 0 5.8 ６弱 6.3 ６強
0 0 0 0 5 26 0 5.8 ６弱 6.5 7
0 0 0 0 3 34 1 5.5 ５強 6.6 ７
0 0 0 0 4 43 0 5.8 ６弱 6.5 ７
0 0 0 0 12 14 0 5.7 ６弱 6.5 ６強
0 0 0 0 36 21 0 5.5 ６弱 6.5 ６強
0 0 81 165 28 0 0 4.6 ５弱 6.1 ６強
0 0 75 45 3 0 0 4.7 ５弱 5.7 ６弱
0 2 153 0 0 0 0 4.4 ４ 5.0 ５弱

0 6 756 1592 1396 1096 318 4.4 ４ 7.4 ７

武豊町
幸田町
設楽町
東栄町

豊根村

計

蟹江町
飛島村
阿久比町
東浦町
南知多町
美浜町

長久手市
東郷町
豊山町
大口町
扶桑町
大治町

愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市
みよし市
あま市

尾張旭市
高浜市
岩倉市
豊明市
日進市
田原市

稲沢市
新城市
東海市
大府市
知多市
知立市

西尾市
蒲郡市
犬山市
常滑市
江南市
小牧市

豊川市
津島市
碧南市
刈谷市
豊田市
安城市

市区町村名

名
古
屋
市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市
半田市
春日井市

震度階
最小震度

最小震度
(震度階)

最大震度
最大震度
(震度階)
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4． 液状化

4.1 液状化判定手法

液状化判定方法としては、道路橋示方書(2002): Cw=1.0，表 4-1）によって FL値を各深度にお

いて算出し、FL値に基づいて式（1）より PL値を算出した。

（1）

x：地表面からの深さ（m）

せん断応力比 Lの設定方法としては、

① 地震応答解析結果より得られたせん断応力分布を使用

② 地表震度から童・山崎（1996）により加速度に変換しせん断応力分布を算定

の 2 通りが考えられるが、中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」（2003）で

は、非線形計算（DYNES3D）で求められた各層のせん断応力が等価線形計算と同等には扱えな

いことから、地表震度の値から換算して Lを設定している。このため，せん断応力比 Lの設定は

②に基づいて設定し液状化判定を行うこととした。

算出した PL値と液状化危険度の関係は、表 4-2に基づいて判定した。

dxxFP LL 5.0101
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表 4-1(1) 道路橋示方書による液状化判定手法（FL 法）の概要（その１）

道路橋示方書・同解説 Ⅴ耐震設計編（平成 14 年 3 月）(社)日本道路協会

液状化判定

の対象とす

べき土層

・ 地下水位が現地盤面から 10m 以内にあり、かつ現地盤面から 20m 以内の深さ

に存在する飽和土層。

・ 細粒分含有率 FCが 35%以下の土層、または FCが 35%を越えても塑性指数 Ip

が 15以下の土層。

・ 平均粒径 D50が 10mm以下で、かつ 10%粒径D10が 1mm以下である土層。

液状化の判

定方法

液状化に対する抵抗率 FLを次式により算出し、この値が 1.0以下の土層について

は液状化するとみなすものとする。

FL＝R/L

繰返しせん

断応力比 L

の求め方

L＝rd･khcσv /σ’v
rd＝1.0－0.015χ

σv＝{γt 1 hw＋γt 2（χ－hw）}/10

σ’v＝{γt 1 hw＋γ’t 2（χ－hw）}/10

（タイプⅠの地震動の場合）

cw＝1.0

（タイプⅡの地震動の場合）

1.0 （RL≦0.1）

cw＝ 3.3RL＋0.67 （0.1＜RL≦0.4）

2.0 （0.4＜RL）

ここに、

L ：地震時せん断応力比

rd ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

khc：地震時保有水平耐力法に用いる設計水平震度で次式による

khc＝CZ･Khco

CZ ：地域別補正係数

σv ：全上載圧(kgf/cm2)

σ’v：有効項載圧(kgf/cm2)

χ ：地表面からの深さ(m)

γt 1：地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量(tf/m3)

γt 2：地下水位面より深い位置での土の単位体積重量(tf/m3)

γ’t 2：地下水位面より深い位置での土の有効単位体積重量(tf/m3)

hw：地下水位の深さ(m)

cw：地震動特性による補正係数

RL：繰返し三軸強度比

地震時保有水平耐力法に用いる設計水平震度の標準値 Khco

※1)タイプⅠ：大きな振幅が長時間繰り返して作用する地震動（プレート境界型の

大規模な地震）を表したものである。

※2)タイプⅡ：地震動は継続時間は短いが極めて強度を有する地震動（兵庫県南部

地震のような内陸型地震）を表したものである。

タイプⅠ タイプⅡ

0.30 0.80Ⅰ種

Ⅱ種

Ⅲ種

地盤種別

0.35

0.40

0.70

0.60
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表 4-1(2) 道路橋示方書による液状化判定手法（FL 法）の概要（その２）

液状化抵抗比

Rの求め方 R＝cwRL

0.0882 （Na＜14）

RL＝

0.0882+1.6×10-6･(Na－14）4.5 （14≦Na）

ここで、

＜砂質土の場合＞

Na＝c1･N1＋c2

N1＝1.7･N／（σ’v＋0.7）

１ （ 0%≦FC＜10%）

c1＝ （FC＋40）/50 （10%≦FC＜60%）

FC/20－1 （60%≦FC）

0 （ 0%≦FC＜10%）

c2＝ （FC－10）/18 （10%≦FC）

＜礫質土の場合＞

Na＝{1－0.36 log10（D50/2）} N1

ここに、

R：動的せん断強度比

cw：地震動特性による補正係数

RL：繰返し三軸強度比

Ｎ：標準貫入試験から得られるＮ値

N1：有効上載圧 1kgf/cm2相当に換算したＮ値

Na：粒度の影響を考慮した補正 N値

c1,c2：細粒分含有率によるN値の補正係数

FC：細粒分含有率(%)（粒径 75μm以下の土粒子の通過質量百分率）

D50：平均粒径(mm)

液状化指数

ＰLの求め方

20
ＰL＝∫ (1－ＦＬ)(10－0.5χ)dχ

0

ここに、

ＰＬ：液状化指数

χ：地表面からの深さ(m)

ＦＬ：液状化に対する抵抗率。ＦＬ≧1の場合はＦＬ＝1とする

表 4-2 PL 値による液状化危険度判定区分 （岩崎ほか(1980)）

PL=0 0＜ＰＬ≦5 5＜ＰＬ≦15 15＜ＰＬ

PL値による液状化
危険度判定

液状化危険度は
かなり低い。液状
化に関する詳細
な調査は不要

液状化危険度は
低い。特に重要な
構造物に対して、
より詳細な調査が
必要。

液状化危険度が
高い。重要な構造
物に対してはより
詳細な調査が必
要。液状化対策
が一般に必要。

液状化危険度が
極めて高い。液状
化に関する詳細
な調査と液状化
対策は不可避
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4.2 地下水位の設定

液状化しやすさは地形によって異なると考えられることから、ボーリング資料を地形別に

分類し、まず液状化対象とする地形に位置するボーリング資料を抽出してボーリング削孔時

に記録された孔内水位をとりまとめ、微地形区分ごとに水位を設定した。

表 4-3 地下水位の設定

微地形区分 地下水位（GL- m）

谷底低地 1.5

扇状地 1.5

自然堤防 1.5

後背湿地 1.5

砂州・砂礫洲 1.0

砂丘 1.5

旧河道 1.0

三角州・海岸低地 1.0

砂丘・砂州間低地 2.0

干拓地 1.0

埋立地 1.0

砂礫質台地（1） 8.0

砂礫質台地（1’） 4.0

砂礫質台地（2） 2.5

砂礫質台地（3） 2.0

砂礫質台地（4） 2.5

図 4-1 地下水位分布(今回調査) ※水位はいずれも GL-
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4.3 Fc 値および D50の設定

愛知県内の土質試験結果をとりまとめ、設定した。

4.3.1 細粒分含有率 Fc

沖積砂質土及び沖積粘性土を対象とした。亀井ら(2002)で採用した近似式の検討を行った。収

集データによる近似式と亀井ら(2002)の近似式を比較し、亀井らの式の方がデータの分布をよく

説明できると考え、亀井ら(2002)の式を用いることとした。

4.3.2 D50

沖積礫質土を対象として、頻度分布を作成した。沖積礫質土の D50は、中央値の 2.2mm を用いる

こととした。

2.2mm（中央値）

3.9mm（平均値）

N値≧5 を削除

図 4-2 細粒分含有率（Fc値）と N値との関係

図 4-3 沖積礫質土の D50
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4.4 液状化に伴う沈下量の算定方法

建築基礎構造設計指針による液状化に伴う地盤変形量の予測

液状化に伴う地盤の沈下量 Sは、建築基礎構造設計指針(2001)に示されている補正N値と繰返しせ

ん断ひずみの関係を用いて、補正N値と応力比のプロット点に対応する繰返しせん断ひずみを隣接す

る Ȃcy曲線の対数補間により求める。

なお、繰返しせん断ひずみ 8％の曲線より左側にプロットされる場合には Ȃcy ＝ 8％とし、0.5％よ

り右側にプロットされる場合には、Ȃcy ＝ 0.5％とする。

繰返しせん断ひずみ Ȃcyを体積ひずみ Ȅvとして読み替える。そして、沈下量 Sを次のようにして推

定する。

S ＝ǲ( H i × v i ), i = 1～n

S ：沈下量

H i ：FL＜1.0となる砂質土層 iの層厚

Ȅv i ：FL＜1.0となる砂質土層 iの体積ひずみ

n ：FL＜1.0となる砂質土層数

例えば、液状化層厚がＨ＝8m、Ｎa＝12の地盤が

せん断応力比 ȓd/Ȓõz＝0.35の時に液状化すると、

図 4-4より、Ȃcy＝3%になることから、

Ｄcy＝Ｓ＝24cm となる。
図 4-4 補正 N値と繰返しせん断ひずみの関係

（建築基礎構造設計指針(2001), p.66, 補正 N値と繰返しせん断

ひずみの関係に加筆）
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4.5 液状化危険度予測結果

液状化危険度ならびに液状化に伴う沈下量検討結果を以下に示す。

4.5.1 ５地震参考モデルの地震

5 地震参考モデルの地震については、距離減衰式による震度分布と統計的グリーン関数法によ

る震度分布と比較し大きい方を示した震度分布をもとに液状化危険度の判定を行った。

濃尾平野ならびに岡崎平野や豊橋平野を中心に、液状化危険度が極めて高いエリアが広がって

おり、前回調査の結果と概ね同様な分布を示している。また、液状化に伴う地盤沈下量は、濃尾

平野ならびに岡崎平野や豊橋平野を中心に 30㎝未満の沈下を想定した。

図 4-5(1) 5 地震参考モデルの地震の液状化危険度 道路橋示方書(cw=1.0)

想定東海地震・想定東南海地震連

動による液状化危険度

(愛知県(2003)

図 4-5(2) 5 地震参考モデルの地震の沈下量計算結果

※危険度判定には地盤改良等の液状

化対策効果は見込んでいない。
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表 4-4 市町村別液状化危険度面積（km2：５地震参考モデルの地震）

計算対象外 対象層なし なし 小 中 大

名古屋市 103 8 27 17 38 133 64.5 大
千種区 9 0 2 1 3 3 35.0 大
東区 0 0 1 2 3 1 35.2 大
北区 2 1 6 2 4 3 33.7 大
西区 1 0 0 1 3 13 40.1 大
中村区 1 0 0 0 1 14 50.2 大
中区 0 0 0 1 4 4 36.4 大
昭和区 4 0 1 1 1 4 41.9 大
瑞穂区 3 0 2 1 2 3 44.9 大
熱田区 0 0 1 1 2 4 39.1 大
中川区 0 0 0 0 2 29 52.3 大
港区 2 0 0 1 3 40 64.5 大
南区 0 1 2 1 4 9 61.5 大
守山区 20 1 7 3 2 1 35.2 大
緑区 27 2 3 1 2 3 50.0 大
名東区 16 0 2 1 1 0 11.1 中
天白区 16 1 2 1 1 1 40.7 大

171 7 21 11 15 35 81.4 大
321 5 23 8 8 22 68.5 大
5 1 21 18 30 39 47.7 大
104 0 6 1 1 0 30.5 大
24 3 4 1 5 9 68.9 大
67 3 17 3 2 0 23.8 大
122 5 20 5 7 3 47.1 大
0 0 0 0 1 23 55.3 大
13 1 1 2 5 14 71.6 大
33 2 6 3 3 3 58.4 大
854 8 30 9 10 7 47.6 大
66 5 6 5 1 1 47.0 大
67 5 9 8 11 61 76.9 大
43 4 2 1 4 3 40.7 大
69 1 3 2 0 0 6.0 中
34 1 8 8 2 3 50.0 大
1 0 24 5 0 0 6.8 中
48 3 10 2 0 0 14.0 中
2 0 0 1 8 67 51.1 大
476 7 5 2 8 0 27.1 大
18 2 3 1 4 16 64.1 大
23 2 4 1 2 1 49.9 大
26 2 5 2 2 8 68.9 大
13 1 2 1 0 0 15.8 大
15 1 3 1 1 0 10.4 中
9 0 1 0 1 2 62.6 大
0 0 4 3 2 1 29.6 大
14 2 4 2 1 0 23.7 大
28 1 5 1 0 0 18.8 大
126 1 15 8 10 29 80.6 大
8 0 0 1 3 54 48.7 大
0 0 0 0 4 12 41.2 大
0 0 3 3 5 8 35.4 大
1 0 0 0 2 46 62.7 大
22 2 6 1 1 0 29.5 大
0 0 0 0 2 25 52.1 大
18 0 3 0 0 0 16.6 大
13 2 3 0 0 0 27.6 大
3 0 2 0 0 0 5.6 中
9 0 4 1 0 0 3.2 小
3 0 7 0 0 0 10.6 中
0 0 0 0 1 6 47.7 大
0 0 0 0 0 11 50.4 大
1 0 0 0 2 19 65.2 大
18 2 3 1 0 0 18.4 大
19 3 1 1 3 4 49.9 大
30 2 3 2 1 0 28.4 大
33 3 3 2 3 2 60.9 大
17 0 3 1 2 4 67.3 大
42 4 3 3 1 3 50.5 大
267 0 6 0 0 0 23.5 大
123 0 0 0 0 0 0.9 小
155 0 1 0 0 0 0.0 なし

3665 103 335 151 218 692 81.4 大

液状化可能性
PL最大値

液状化
危険度

市区町村名

名
古
屋
市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市
半田市
春日井市

西尾市
蒲郡市
犬山市
常滑市
江南市
小牧市

豊川市
津島市
碧南市
刈谷市
豊田市
安城市

尾張旭市
高浜市
岩倉市
豊明市
日進市
田原市

稲沢市
新城市
東海市
大府市
知多市
知立市

長久手市
東郷町
豊山町
大口町
扶桑町
大治町

愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市
みよし市
あま市

武豊町
幸田町
設楽町
東栄町

豊根村

計

蟹江町
飛島村
阿久比町
東浦町
南知多町
美浜町
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4.5.2 最大想定モデルの地震(陸側ケース)

最大想定モデルの地震（陸側ケース）の液状化危険度分布は、濃尾平野ならびに岡崎平野や豊

橋平野を中心に、平野部並びに河川沿いに液状化危険度が極めて高いエリアが広がっている。ま

た、液状化に伴う地盤沈下量は、濃尾平野ならびに岡崎平野や豊橋平野を中心に 30㎝未満の沈下

を想定した。

図 4-6 最大想定モデルの地震（陸側ケース）の液状化危険度（左）と沈下量計算結果（右）

4.5.3 最大想定モデルの地震(東側ケース)

最大想定モデルの地震（東側ケース）の液状化危険度分布は、濃尾平野ならびに岡崎平野や豊

橋平野を中心に、平野部並びに河川沿いに液状化危険度が極めて高いエリアが広がっている。ま

た、液状化に伴う地盤沈下量は、濃尾平野ならびに岡崎平野や豊橋平野を中心に 30㎝未満の沈下

を想定した。

図 4-7 最大想定モデルの地震 (東側ケース)の液状化危険度（左）と沈下量計算結果（右）

※危険度判定には地盤改良等の液状

化対策効果は見込んでいない。

※危険度判定には地盤改良等の液状

化対策効果は見込んでいない。
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表 4-5 市町村別液状化危険度面積（km2：最大想定モデルの地震(陸側ケース)）

計算対象外 対象層なし なし 小 中 大

名古屋市 103 8 26 12 26 152 73.6 大
千種区 9 0 1 1 2 4 41.2 大
東区 0 0 1 1 2 3 40.0 大
北区 2 1 5 1 4 5 47.7 大
西区 1 0 0 0 1 15 53.8 大
中村区 1 0 0 0 0 16 70.0 大
中区 0 0 0 0 2 7 49.0 大
昭和区 4 0 1 1 1 4 47.4 大
瑞穂区 3 0 2 1 2 3 52.3 大
熱田区 0 0 1 0 1 5 51.3 大
中川区 0 0 0 0 1 31 66.8 大
港区 2 0 0 0 2 41 73.6 大
南区 0 1 2 1 4 11 68.7 大
守山区 20 1 7 3 2 1 40.0 大
緑区 27 2 3 1 2 4 56.6 大
名東区 16 0 1 1 1 0 14.8 中
天白区 16 1 2 1 1 1 43.6 大

171 7 19 8 15 41 82.9 大
321 5 24 6 8 24 70.9 大
5 1 16 9 18 65 65.5 大
104 0 6 1 1 1 35.7 大
24 3 4 0 5 10 77.2 大
67 3 17 3 2 1 29.4 大
122 5 19 4 7 5 53.7 大
0 0 0 0 0 24 74.7 大
13 1 1 1 4 16 76.1 大
33 2 6 2 3 4 62.1 大
854 8 31 9 7 9 55.0 大
66 5 6 5 2 2 60.3 大
67 5 9 7 10 63 84.0 大
43 4 2 1 3 4 45.8 大
69 1 3 1 1 0 8.8 中
34 1 7 8 2 3 66.8 大
1 0 23 4 1 0 12.2 中
48 3 10 1 1 0 23.0 大
2 0 0 0 2 75 69.7 大
476 7 5 1 8 0 34.1 大
18 2 3 1 3 17 74.7 大
23 2 4 1 2 2 58.5 大
26 2 5 1 2 9 78.3 大
13 1 2 0 0 0 24.2 大
15 1 3 1 1 0 11.6 中
9 0 1 0 0 2 73.6 大
0 0 3 2 3 2 38.0 大
14 2 4 2 1 0 30.2 大
28 1 5 1 1 0 22.8 大
126 1 12 7 12 30 82.7 大
8 0 0 0 1 57 66.4 大
0 0 0 0 1 16 58.6 大
0 0 3 1 4 10 51.6 大
1 0 0 0 0 47 75.5 大
22 2 6 1 1 1 37.0 大
0 0 0 0 1 27 66.4 大
18 0 3 0 0 0 19.3 大
13 2 3 0 0 0 37.0 大
3 0 2 0 0 0 10.4 中
9 0 4 1 0 0 5.6 中
3 0 7 1 0 0 12.3 中
0 0 0 0 0 6 63.5 大
0 0 0 0 0 11 66.3 大
1 0 0 0 2 20 73.6 大
18 2 3 0 0 0 21.9 大
19 3 1 1 2 4 55.3 大
30 2 3 1 2 0 29.7 大
33 3 3 1 3 3 66.9 大
17 0 3 1 2 4 78.2 大
42 4 3 3 1 3 57.7 大
267 0 6 0 0 0 30.7 大
123 0 0 0 0 0 1.2 小
155 0 1 0 0 0 0.0 なし

3665 103 320 111 175 789 84.0 大

設楽町
東栄町
豊根村

計

東浦町
南知多町
美浜町
武豊町
幸田町

扶桑町
大治町
蟹江町
飛島村
阿久比町

あま市
長久手市
東郷町
豊山町
大口町

愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市
みよし市

高浜市
岩倉市
豊明市
日進市
田原市

東海市
大府市
知多市
知立市
尾張旭市

常滑市
江南市
小牧市
稲沢市
新城市

豊田市
安城市
西尾市
蒲郡市
犬山市

市区町村名

名
古
屋
市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市
半田市
春日井市
豊川市
津島市
碧南市
刈谷市

液状化
危険度

PL最大値
液状化可能性
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表 4-6 市町村別液状化危険度面積（km2：最大想定モデルの地震(東側ケース)）

計算対象外 対象層なし なし 小 中 大

名古屋市 103 8 27 13 27 148 70.3 大
千種区 9 0 1 1 2 4 44.4 大
東区 0 0 1 1 2 3 37.1 大
北区 2 1 6 2 4 3 43.5 大
西区 1 0 0 0 1 15 53.7 大
中村区 1 0 0 0 0 15 62.8 大
中区 0 0 0 0 1 8 45.8 大
昭和区 4 0 1 1 1 4 50.6 大
瑞穂区 3 0 2 1 2 3 52.4 大
熱田区 0 0 1 0 1 5 49.7 大
中川区 0 0 0 0 1 31 64.8 大
港区 2 0 0 0 2 41 70.3 大
南区 0 1 2 1 4 10 63.3 大
守山区 20 1 7 3 2 1 37.1 大
緑区 27 2 3 1 2 4 54.4 大
名東区 16 0 2 1 1 0 13.2 中
天白区 16 1 2 1 1 1 45.1 大

171 7 19 7 12 45 84.8 大
321 5 24 7 7 24 68.3 大
5 1 20 13 23 52 56.2 大
104 0 6 1 1 1 29.0 大
24 3 4 1 5 10 73.7 大
67 3 18 3 2 0 22.4 大
122 5 19 3 7 5 56.0 大
0 0 0 0 1 24 62.5 大
13 1 1 1 4 15 72.8 大
33 2 6 2 3 4 60.2 大
854 8 32 9 7 8 54.6 大
66 5 6 5 1 1 48.7 大
67 5 9 8 10 62 84.1 大
43 4 2 1 3 4 55.8 大
69 1 4 1 1 0 5.8 中
34 1 8 8 2 2 54.1 大
1 0 25 4 0 0 8.4 中
48 3 10 1 0 0 19.4 大
2 0 0 1 4 72 62.7 大
476 7 6 1 8 0 26.1 大
18 2 3 1 3 16 72.1 大
23 2 4 1 2 2 58.6 大
26 2 5 2 2 8 68.2 大
13 1 2 0 0 0 24.0 大
15 1 3 1 1 0 10.8 中
9 0 1 0 0 2 68.8 大
0 0 3 3 2 2 35.0 大
14 2 4 2 1 0 32.5 大
28 1 5 1 0 0 19.1 大
126 1 16 6 10 29 80.9 大
8 0 0 1 3 54 56.0 大
0 0 0 0 1 16 54.3 大
0 0 3 1 4 10 47.6 大
1 0 0 0 1 46 70.5 大
22 2 6 1 1 1 35.3 大
0 0 0 0 1 27 64.8 大
18 0 3 0 0 0 12.8 中
13 2 3 0 0 0 35.3 大
3 0 2 0 0 0 5.2 中
9 0 4 0 0 0 2.9 小
3 0 7 0 0 0 9.7 中
0 0 0 0 0 6 58.1 大
0 0 0 0 0 11 62.1 大
1 0 0 0 2 20 71.6 大
18 2 3 1 0 0 20.1 大
19 3 1 1 2 4 51.4 大
30 2 3 1 2 0 28.3 大
33 3 3 2 3 3 62.4 大
17 0 3 1 2 4 71.6 大
42 4 3 3 1 3 49.1 大
267 0 6 0 0 0 22.6 大
123 0 0 0 0 0 0.0 なし
155 0 1 0 0 0 0.0 なし

3665 103 336 122 177 760 84.8 大

豊根村

計

南知多町
美浜町
武豊町
幸田町
設楽町
東栄町

扶桑町
大治町
蟹江町
飛島村
阿久比町
東浦町

みよし市
あま市
長久手市
東郷町
豊山町
大口町

日進市
田原市
愛西市
清須市
北名古屋市
弥富市

知多市
知立市
尾張旭市
高浜市
岩倉市
豊明市

江南市
小牧市
稲沢市
新城市
東海市
大府市

豊田市
安城市
西尾市
蒲郡市
犬山市
常滑市

半田市
春日井市
豊川市
津島市
碧南市
刈谷市

市区町村名

名
古
屋
市

豊橋市
岡崎市
一宮市
瀬戸市

液状化可能性
PL最大値

液状化
危険度
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5． 崖崩れの予測

5.1 予測方法

愛知県が指定している急傾斜危険地（急傾斜地崩壊危険箇所、山腹崩壊危険地区）及び地すべ

り危険地（地すべり危険箇所、地すべり危険地区）を対象に、地震動の算定結果及び斜面の危険

度判定基準に基づく点検表により地震時の相対的な危険度を算定する。

図 5-1 山崖崩れの危険度の想定フロー

5.1.1 急傾斜危険地の危険度判定方法

表 5-1 と表 5-2 に、急傾斜地地震対策危険度判定表及び計測震度を加味した判定ランクをそれ

ぞれ示す。これは、広域を対象とした地震被害予測によく用いられている手法で、本来降雨を対

象にした点検表を宮城県沖地震などの震害事例に適用して、広域での地震被害想定のために設定

されたものである。この表 5-2の判定表は、宮城県(1997)の判定表を準用したものである。なお、

対策工が施され異常がない場合、または、山腹崩壊危険地区で治山事業が概成している場合は、

安全性が確保されているものとして危険度を１ランク下げることとする。

基 本 デ ー タ

急 傾 斜 危 険 地
・ 急 傾 斜 地 崩 壊 危 険 箇 所
・ 山 腹 崩 壊 危 険 地 区
地 す べ り 危 険 地
・ 地 す べ り 危 険 箇 所
・ 地 す べ り 危 険 地 区

危 険 度

・ 急 傾 斜 危 険 地
・ 地 す べ り 危 険 地

危 険 度 判 定 基 準

・ 急 傾 斜 危 険 地
・ 地 す べ り 危 険 地

地 震 動 予 測 結 果
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表 5-1 急傾斜地地震対策危険度判定基準（宮城県(1997)）

表 5-2 急傾斜危険地地震時危険度判定ランク（宮城県(1997)）

点数

Ｈ<10 3

10≦Ｈ<30 7
30≦Ｈ<50 8

50≦Ｈ 10

α<1：1.0 1

1:1.0≦α<1：0.6 4

1：0.6≦α 7
構造物のない斜面のｵｰﾊﾞｰﾊﾝｸﾞ 7

構造物のある斜面のｵｰﾊﾞｰﾊﾝｸﾞ 4

なし 0

斜面の表面に転石･浮石が多い 10

切土法面に玉石が多い 7
風化変質･亀裂の発達した岩 6

礫混じり土砂 5

風化変質した岩 4

亀裂の発達した岩 4

土砂 4
粘質土 1

亀裂の発達していない岩 0

0.5m以上 3

0.5m未満 0

有 2
無 0

年１回以上 5

年１回未満 3

なし 0

合計

①斜面高
（Ｈ）m

②斜面勾配
（α）

③ｵｰﾊﾞｰﾊﾝｸﾞ

④斜面の地盤

⑤表土の厚さ

⑥湧水

⑦落石･崩壊頻度

岩の斜面などで一見してｵｰﾊﾞｰﾊﾝｸﾞと
見られるもの

上位のものを用いる。例えば、土砂で表
面に転石･浮石が多いものは10点とす
る。

表土とは表面の腐植土･表土有機質を
を指す。但し、表土下に非常にﾙｰｽﾞな
崩石があれば、それも含める。

常時見られる湧水を指す。

道路交通または道路構造物に損傷を与
えない程度の軽微な落石・法崩れ等を
指す。

項目 備考小項目名

計測震度 要素点ランク （Ｃ） （Ｂ） （Ａ）
基準要素点 13点以下 14～23点 24点以上

Ａ Ａ Ａ
Ｂ Ａ Ａ
Ｃ Ｂ Ａ
Ｃ Ｃ Ｂ
Ｃ Ｃ Ｃ

＜ランクＡ, Ｂ, Ｃ＞の説明
・ランクＡ：危険性が高い
・ランクＢ：危険性がある
・ランクＣ：危険性が低い
＜その他＞
・急傾斜地崩壊危険箇所で対策工が設置されており、
異常なしの場合は１ランク評価を下げる
・山腹崩壊危険地区で治山事業が概成している場合は
１ランク評価を下げる

4.5未満

6.0以上

5.0以上～5.5未満
4.5以上～5.0未満

5.5以上～6.0未満
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5.1.2 地すべり危険地の危険度予測手法

急傾斜危険地の場合と同じように、地すべり危険地の管理を目的として、降雨時を対象として

作成されている点検表を基礎にして、過去の震害事例を当てはめて設定する。表 5-3 に、地すべ

り危険地に関して適用した評価方法を示す。

表 5.3 地すべり地のデータの評価方法

計測震度 降雨時の点検調査判定 判定ランク

５．０以上 （Ａ） Ｂ

５．０未満 （Ａ） Ｃ

（Ａ）は降雨時の地すべりの危険性ランクで、（Ａ）のみを対象とする

＜ランクＢ，Ｃ＞の説明

・ランクＢ：危険性がある

・ランクＣ：危険性が低い

＜その他＞

・対策工が概成している場合はコメントする

5.2 急傾斜地崩壊危険個所等の分布

急傾斜地崩壊危険個所は、全県で 7,178か所。

人家は無いが、今後新規の住宅立地等が見込まれる箇所（急傾斜地崩壊危険個所に準ずる斜面）

が 5,349か所ある。

山腹崩壊危険個所は、全県で 2,338か所、地すべり危険個所は 30か所ある。

図 5-2 急傾斜地崩壊危険箇所・山腹崩壊危険個所・地すべり危険箇所の分布
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5.3 崖崩れ等の予測結果

5.3.1 ５地震参考モデルの地震

県全体の急傾斜地崩壊危険個所の大半を、「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判定し

た。また、山腹崩壊危険個所も大半は「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判定した。

地すべり危険個所はすべて「危険性がある」と判定した。

図 5-3(1) ５地震参考モデルの地震における急傾斜地崩壊危険箇所の危険度
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図 5-3(2) ５地震参考モデルの地震における山腹崩壊危険箇所の危険度

図 5-3(3) ５地震参考モデルの地震における地すべり危険箇所の危険度
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5.3.2 最大想定モデルの地震(陸側ケース)

県全体の急傾斜地崩壊危険個所の大半を「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判定し

た。また、山腹崩壊危険個所も大半は「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判定した。

地すべり危険個所はすべて「危険性がある」と判定した。

図 5-4(1) 最大想定モデルの地震 (陸側ケース)における急傾斜地崩壊危険箇所の危険度

図 5-4(2) 最大想定モデルの地震 (陸側ケース)における山腹崩壊危険個所の危険度

図 5-4(3) 最大想定モデルの地震 (陸側ケース)における地すべり危険箇所の危険度
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5.3.3 最大想定モデルの地震(東側ケース)

県全体の急傾斜地崩壊危険個所の半数以上を「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判

定した。また、山腹崩壊危険個所も大半は「危険性がある」もしくは「危険性が高い」と判定し

た。両者とも、県北部に位置する箇所は、「危険性が低い」と判定した。 地すべり危険個所は県

北部に位置する 2箇所以外はすべて「危険性がある」と判定した。

図 5-5(1) 最大想定モデルの地震 (東側ケース)における急傾斜地崩壊危険箇所の危険度

図 5-5(2) 最大想定モデルの地震 (東側ケース)における山腹崩壊危険個所の危険度

図 5-5(3) 最大想定モデルの地震 (東側ケース)における地すべり危険箇所の危険度
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6． 津波の計算

6.1 波源モデルについて

・５地震参考モデルの津波

→南海トラフ沿いの発生頻度の高い地震とする。

南海トラフ沿いでは、宝永地震（1707）、安政東海・安政南海地震（1854）、昭和東南海（1944）・

昭和南海地震（1946）など、おおむね 100年～200年の間隔で海溝型の大地震が繰り返し発生

している。そこで、宝永以降の５地震を参考に、次に備えておくべき地震を想定した。

なお、震源および波源のモデルは、内閣府と方針等について相談しながら検討した独自モデ

ルを用いている。

・最大想定モデルの津波

→「南海トラフの巨大地震モデル検討会（2012）」の津波断層モデル 11ケースのうち、愛知県

内の市町のいずれかで最大津波高となるケース①，⑥，⑦，⑧，⑨ を対象とする。

内閣府は、2011年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震を受けて、千年に一度あるいはそれよ

りももっと発生頻度が低いが、仮に発生すれば甚大な被害をもたらす地震として、あらゆる可能

性を考慮した最大想定モデルの津波の地震・津波を想定した。

本県においても、同様な考えのもと、過酷事象への構えを整えておく意味で、最大想定モデル

の津波として想定した。
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6.2 堤防等の構造物の設定について

6.2.1 堤防モデル（構造物）の条件設定

本検討においては、あらゆる可能性を考慮した検討モデル（最大想定モデル）および、過去に

発生した地震を再現した検討モデル（５地震参考モデル）を選択し、それぞれのモデルの構造物

条件を表 6-1 のように設定し計算を実施した。

表 6-1 浸水・津波の計算に用いた主な条件

５地震参考モデルの津波 最大想定モデルの津波

考 慮 考 慮

名古屋港=1.2m その他1.0m 名古屋港=1.2m その他1.0m

東海・東南海地震（愛知県東海地震・東南海地

震等被害予測調査 H15.3）に対し耐震性を有し
ている箇所および液状化危険度が小さい箇所

については50％沈下、それ以外は75%沈下

（いずれも越流したら破堤）

75％沈下

（越流したら破堤）

震度６弱以上で倒壊 震度６弱以上で倒壊

耐震化かつ遠隔操作化・自動化対応している施

設及び常時閉鎖施設は閉鎖、それ以外は開放
常時閉鎖施設のみ閉鎖

沈下量を推定し、越流水深2mを越えると倒壊

（名古屋港高潮防波堤、衣浦港高潮防波堤及

び三河港神野北防波堤は沈下量を推定し、越

流しても倒壊しない）

震度６弱以上で倒壊

（名古屋港高潮防波堤は沈下量を推定し、越流

しても倒壊しない）

12時間 12時間

防波堤

計算時間

コンクリート構造物

地震・津波

地殻変動量

初期潮位(T.P.)

盛土構造物（土堰堤）

樋門樋管・水門・陸閘
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6.3 地盤変動量

各津波断層モデルの地盤変動量分布を図 6-1 にそれぞれ示す。

地震の際の地殻変動で生じる地盤高の変化については、海域は地盤の隆起・沈降を考慮し、

陸域については、沈降のみを考慮した。

図 6-1(1) ５地震参考モデルの津波の地殻変動量

図 6-1(2) 最大想定モデルの津波（左図ケース①／右図ケース⑦）の地殻変動量

５地震参考モデル

最大想定モデル ケース① 最大想定モデル ケース⑦
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6.4 津波計算結果

6.4.1 沿岸津波高

愛知県沿岸の津波高さは、伊勢湾および三河湾内では、５地震参考モデルの津波ではおおむね

T.P.3～4m、最大想定モデルの津波になると若干高いものの、やはり T.P.3～4m程度である。ただ

し、半田市、碧南市、高浜市、知多武豊町といった地域では、５地震参考モデルの津波のほうが

高い。これは、地形と津波の波長との関係で共振現象が起きたために、局所的に高くなったもの

と考えられる。

太平洋に面した外海では、５地震参考モデルの津波では 10m 程度、最大想定モデルの津波では

21m 程度の津波高となっている。

このように、外海では５地震参考モデルの津波に対して過酷事象である最大想定モデルの津波

は倍以上の津波高さとなっているが、伊勢湾内では最大想定モデルの津波がかなり減衰してしま

い、両者の差が縮小した状態となっている。

表 6-2 各計算ケースにおける市区町村別津波高一覧（朔望平均満潮位 地盤変動量を考慮）

注）本表は、本土沿岸及び有人島（佐久島、日間賀島、篠島）の津波高の最大を示している。

津波高は、海-陸境界から約 30m 海側の位置における津波水位の最大値であり、地殻変動に伴う地盤沈降分も加

味した高さを T.P.で表示している。

ケース① ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ 最大値
(m) (m) (m) (m) (m) (m) (m)

名古屋市港区 3.3 3.4 3.4 3.3 3.3 3.3 3.4
豊橋市(渥美半島外海) 7.6 15.9 18.5 7.4 12.0 14.5 18.5
半田市 3.6 3.4 3.3 3.2 3.2 3.4 3.4
豊川市 3.2 3.5 3.5 3.5 3.7 3.2 3.7
碧南市 3.5 3.2 3.0 3.1 3.0 3.1 3.2
刈谷市 2.0 2.1 2.1 2.0 2.1 2.0 2.1
西尾市 5.1（佐久島） 5.6（佐久島） 4.4（佐久島） 4.3（佐久島） 5.1（佐久島） 5.6（佐久島） 5.6（佐久島）
蒲郡市 3.6 4.3 4.0 3.7 3.6 5.0 5.0
常滑市 4.4 4.3 4.4 4.2 4.0 5.5 5.5
東海市 3.2 3.3 3.3 2.9 3.1 3.3 3.3
知多市 3.1 3.7 3.2 3.2 3.4 3.6 3.7
高浜市 3.2 3.2 3.1 3.2 3.1 3.2 3.2
田原市(渥美半島外海) 10.2 21.0 18.9 9.3 13.4 18.0 21.0
弥富市 2.8 3.3 3.1 3.0 3.3 3.1 3.3
海部郡飛島村 3.0 2.7 2.8 2.8 2.7 3.0 3.0
知多郡東浦町 2.9 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8
知多郡南知多町 4.9 9.5（篠島） 5.9 4.1 7.1（篠島） 8.1（篠島） 9.5（篠島）
知多郡美浜町 3.9 6.0 5.6 4.3 4.8 6.6 6.6
知多郡武豊町 3.4 3.0 2.9 3.0 2.9 3.2 3.2

5地震参考
モデル

最大想定モデル
市町村名
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-2 ５地震参考モデルの津波の津波高（満潮水位 地盤変動量考慮）

５地震参考モデルの津波

５地震参考モデルの津波
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-3 最大想定モデルの津波（ケース①）の津波高（満潮水位 地盤変動量考慮）

最大想定モデル(ケース①)

最大想定モデル(ケース①)
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-4 最大想定モデルの津波（ケース⑦）の津波高（満潮水位 地盤変動量考慮）

最大想定モデル(ケース⑦)

最大想定モデル(ケース⑦)



2-40

6.4.2 沿岸津波の到達時間

遠州灘では、発災後約 30 分以内に津波が押し寄せるが、伊勢湾や三河湾のような内湾では、

沿岸に津波が到達するのは発災後 1時間～2時間近く経過してからである。これは最大想定モ

デル、５地震参考モデルのどちらについても共通した傾向である。

表 6-3 各計算ケースにおける市区町村別津波到達時間一覧（分）

注）上表の津波到達時間（津波高 30cm の到達時間）は、島部ではなく本土沿岸に津波が到達した時間である。（堤防等

の被災による浸水到達時間ではない。）

本表は、本土沿岸及び有人島（佐久島、日間賀島、篠島）の津波到達時間の最短を示している。

ケース①
津波高
+30cm

ケース⑥
津波高
+30cm

ケース⑦
津波高
+30cm

ケース⑧
津波高
+30cm

ケース⑨
津波高
+30cm

最短到達時間
津波高
+30cm

名古屋市港区 103 96 96 93 90 95 90
豊橋市(渥美半島外海) 9 7 7 7 9 5 5
半田市 67 66 66 64 68 66 64
豊川市 78 77 77 80 78 79 77
碧南市 57 56 56 55 57 56 55
刈谷市 96 99 99 97 101 98 97
西尾市 41（佐久島） 39（佐久島） 39（佐久島） 40（佐久島） 42（佐久島） 39（佐久島） 39（佐久島）
蒲郡市 59 58 58 55 59 58 55
常滑市 58 55 55 54 58 55 54
東海市 99 91 90 88 88 90 88
知多市 76 74 74 73 77 74 73
高浜市 77 76 76 75 76 75 75
田原市(渥美半島外海) 12 9 9 6 11 8 6
弥富市 84 83 82 81 81 82 81
海部郡飛島村 94 89 90 87 86 89 86
知多郡東浦町 85 84 84 83 85 83 83
知多郡南知多町 21 27 27 29 21 18 18
知多郡美浜町 27 36 36 38 30 36 30
知多郡武豊町 58 56 56 55 57 56 55

5地震参考
モデル
津波高
+30cm

最大想定モデル

市町村名
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-5 ５地震参考モデルの津波の津波到達時間 （津波高+30cm）

５地震参考モデルの津波

５地震参考モデルの津波
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-6 最大想定モデルの津波（ケース①）の津波到達時間（津波高+30cm）

最大想定モデル(ケース①)

最大想定モデル(ケース①)
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愛知県西部

愛知県東部

図 6-7 最大想定モデルの津波（ケース⑦）の津波到達時間（津波高+30cm）

最大想定モデル(ケース⑦)

最大想定モデル(ケース⑦)
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6.4.3 最大浸水深分布

濃尾平野、岡崎平野、豊橋平野といった低地部では、広い範囲にわたって浸水する。1 ㎝以

上浸水する面積は、５地震参考モデルの津波で約 26,500ha、過酷事象である最大想定モデルの

津波では最大約 35,000ha である。

特に濃尾平野はゼロメートル地帯が広がっているため、津波が収まった後も、潮位による浸

水が継続するため、長期にわたって湛水することが予想される。

また、ここで示された浸水域や浸水深は、これ以上最大にはならないというものではなく、

実際の地形の形状や構造物の影響等により、浸水域外でも浸水が発生し、あるいは局所的に浸

水深がさらに大きくなる可能性を含むものである。

表 6-4 各計算ケースにおける浸水面積(1cm 以上)一覧 (ha)

ケース① ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ ケース⑨ 最大値

浸水深 浸水深 浸水深 浸水深 浸水深 浸水深 浸水深

1cm以上 1cm以上 1cm以上 1cm以上 1cm以上 1cm以上 1cm以上

名古屋市 5,740 7,403 7,565 7,641 7,560 7,558 7,641
名古屋市(中村区) 1 352 383 422 401 394 422

名古屋市(瑞穂区) 17 92 95 98 95 90 98

名古屋市(熱田区) 335 370 374 376 375 374 376
名古屋市(中川区) 1,576 2,353 2,402 2,505 2,445 2,443 2,505

名古屋市(港区) 2,769 3,122 3,162 3,095 3,107 3,133 3,162
名古屋市(南区) 932 970 989 986 982 973 989

名古屋市(緑区) 109 143 161 159 156 150 161
2,115 2,665 2,670 2,326 2,618 2,280 2,670

554 688 663 624 627 634 688

160 267 255 224 260 196 267
662 1,818 1,899 1,959 1,904 1,908 1,959

1,071 1,106 1,102 1,064 1,070 1,081 1,106
348 390 390 373 381 375 390

200 197 198 194 197 198 198
5,155 5,147 5,125 4,926 5,090 5,167 5,167

131 221 200 160 219 188 221

360 454 424 286 348 588 588
209 212 220 222 233 222 233

8 9 9 9 9 9 9
47 53 53 50 47 58 58

83 110 106 101 103 101 110

1,931 3,138 2,139 1,454 2,235 2,843 3,138
1,387 3,575 3,605 3,655 3,612 3,616 3,655

3,597 3,904 3,920 3,928 3,919 3,922 3,928
121 372 440 531 443 447 531

0 16 16 16 16 16 16
487 939 971 987 972 973 987

1,200 1,215 1,221 1,222 1,221 1,226 1,226

4 9 9 8 8 9 9
431 481 480 442 461 450 481

284 388 327 243 336 416 388
105 138 115 97 89 182 182

60 73 65 75 60 89 89

26,452 34,991 34,186 32,814 34,037 34,753 34,991

西尾市

津波ケース

5地震参考
モデル

最大想定モデル

名
古
屋
市

豊橋市

半田市

豊川市
津島市

碧南市
刈谷市

安城市

大治町

蒲郡市

常滑市
東海市

大府市
知多市

高浜市

田原市
愛西市

弥富市
あま市

武豊町

合計

蟹江町

飛島村

阿久比町
東浦町

南知多町
美浜町



2-45

愛知県西部

愛知県東部

図 6-8 ５地震参考モデルの津波の最大浸水深分布

５地震参考モデルの津波

５地震参考モデルの津波
























































































































































































































































































